
2026/4/22（水）
「私学法改正対応の振り返りと今後の課題／
令和７年度 学校法人の決算と監査の留意点」

（対面・オンライン・オンデマンド）
　学校法人のガバナンス強化と情報公開の推進を目的とした改正私立学校法が施行されて 1 年が過ぎ、また

これに合わせて改正された新学校法人会計基準による初めての決算・監査を迎えようとしています。

　本セミナーの講演１では改正私学法対応 1 年を振り返りつつ、より透明性の高い学校法人運営に向けての

課題を探り、講演２では改正会計基準に基づく決算・監査の留意点について、注記事項、引当金の計上、セ

グメント情報等のポイントごとに直前解説いたします。

★日　時：2026 年 4 月 22 日（水）　13:30 ～ 16:30

★会　場：（対面参加の方）ハリウッド大学院大学（東京メトロ日比谷線六本木駅 1C 出口徒歩 5分）

　　　　　　　　　　　　　https://mba.hollywood.ac.jp/campus/access

　　　　　　　　　　　　　※使用教室はリマインドメールでご連絡いたします。

★プログラム

　　13:00　受付開始（対面参加の方）

　　13:30 ～ 14:45　講演１「私学法改正対応の振り返りと今後の課題」

　　　　　　　　　　　　講師：TMI 総合法律事務所 パートナー弁護士　大河原 遼平 先生

　　15:00 ～ 16:30　講演２「令和７年度 学校法人の決算と監査の留意点」

　　　　　　　　　　　　講師：EY 新日本有限責任監査法人 パートナー／公認会計士　小野寺 勝 先生

★参加費（税込）：対面・オンライン・オンデマンドとも（定員：対面 20 名、オンライン 80 名）

　　　　　　　　　　　　会員校（法人・個人・賛同）１名様 11,000 円／非会員校１名様 13,200 円

★お申込み締切：4月 10 日（金）　　★参加費振込期限：4月 15 日（水）

********************************************************************************************************

【お申込みからご参加までの流れ】

①　学校経理研究会ホームページ（http://www.keiriken.net/）のトップページのお申込みフォー

ム（右の QR コードからも入れます。）より、必要事項をご記入のうえ送信してください。

②　入力が完了し、送信ボタンを押しますと、自動返信メールが届きます。届かない場合には、

入力したご自身のメールアドレスに誤りがあるか、自動返信メールがブロックされている可

能性が考えられますので、必ずご連絡ください。

③　自動返信メールののち、参加請求代金と振込先のご案内をメールで差し上げます（振込期限：4 月 15 日

（水）、振込手数料はご負担ください。振込期限を過ぎる場合はご連絡ください）。

④　弊会で入金確認できた方に 4 月 20 日（月）午後に、対面参加の方には「リマインドメール」、オンライ

ン参加の方には「招待メール」（配付資料も添付）をお送りいたします。オンデマンド配信の方には 4 月

30 日（木）に「視聴用アドレス」をお送りいたします（いずれの参加方法の方も 5 月 15 日（金）まで視

聴可）。

【注意事項】

１．「リマインドメール」、「招待メール」、「視聴用アドレス」送付後のキャンセル・返金はお受けできません。

２．講習会終了後、領収証を郵送させていただきます。

【お問合わせ】 NPO 法人学校経理研究会 事務局（担当：岡崎）

　　TEL：03-3239-7903　FAX：03-3239-7904　E-mail：gaku@keiriken.net

学校経理研究会　講習会のご案内


